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(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  第36期・第36期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

第37期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありま

せん。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期

第３四半期 
累計期間

第37期
第３四半期 
累計期間

第36期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 8,465,379 8,780,636 11,909,800

経常利益又は経常損失(△) (千円) △41,652 110,382 △58,532

四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失(△)

(千円) 150,924 △62,609 151,563

持分法を適用した場合の 
投資利益又は投資損失(△)

(千円) △2,944 2,424 2,727

資本金 (千円) 2,905,422 2,905,422 2,905,422

発行済株式総数 (千株) 8,146 8,146 8,146

純資産額 (千円) 5,927,537 4,826,182 6,047,149

総資産額 (千円) 12,191,753 10,921,909 13,208,330

１株当たり 
四半期(当期)純利益 
又は四半期純損失(△)

(円) 19.24 △8.78 19.52

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 10.00

自己資本比率 (％) 48.6 44.2 45.8

回次
第36期

第３四半期 
会計期間

第37期
第３四半期 
会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

１株当たり 
四半期純利益

(円) 31.89 21.40

２ 【事業の内容】
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文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

当第３四半期累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

  

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 

当第３四半期におけるわが国経済は、東日本大震災の復興需要を背景に穏やかに回復しつつあるもの

の、世界経済の減速に加え、日中関係の悪化による国内の経済状況に与える影響が懸念され、景気の先

行きは依然として不透明な状況が続いております。 

情報サービス業界におきましては、企業の情報化投資に対する慎重な姿勢は継続しているものの、顧

客企業のソフトウェア関連の設備投資は上向いてまいりました。しかし、プロジェクトマネージャーを

始めとした高度情報技術者の人材不足等の問題があり、厳しい経営環境が続いております。 

このような状況の中、当社は、「公共関連事業」におきましては、受注の減少により、売上高・利益

ともに減少いたしました。「民間関連事業」におきましては、既存顧客からの継続的な受注確保や新規

顧客開拓により、売上高・利益ともに増加いたしました。「セキュリティ機器関連事業」におきまして

は、時代を反映し、セキュリティ製品の引合いが増加しており、売上高・利益ともに増加いたしまし

た。 

また、退任取締役への役員退職慰労金が、特別損失に計上されておりますが、投資有価証券の売却

益、及び保険解約益により、売上高、営業利益、経常利益及び四半期純利益ともに、ほぼ計画通り順調

に推移いたしました。 

これらの結果、当第３四半期累計期間における業績は、売上高8,780百万円と前年同四半期と比べ315

百万円（3.7％）の増収となりました。また利益面では、営業利益125百万円（前年同四半期は営業損失

24百万円）、経常利益110百万円（前年同四半期は経常損失41百万円）、四半期純損失62百万円（前年

同四半期は四半期純利益150百万円）となりました。 

  

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

最終ユーザーが官公庁及び地方自治体向けであり、財務システム、貿易システム、交通管制システ

ム、医療福祉システム等、社会インフラ基盤のシステム実現に向けた提案作業、基盤構築、基本検

討、設計、開発、試験からシステム稼動後の運用管理、保守に至るまでトータルソリューションの技

術支援を行っております。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

（公共関連事業）
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当第３四半期累計期間は、売上高3,012百万円と前年同四半期と比べ275百万円（8.4％）の減収と

なりました。またセグメント利益は、254百万円と前年同四半期と比べ78百万円（23.6％）の減益と

なりました。 

最終ユーザーが主に一般民間企業向けであり、個別ニーズに合わせた、各種システムの設計、製

造、構築及び、ハードウェアのキッティング、ネットワーク設定、ＯＳ導入・設定、各種ミドルウェ

ア導入・設定、システムテストといった、一連もしくは個別の提供及び、稼働中システムの運用管

理、保守、技術支援を行っております。 

当第３四半期累計期間は、売上高5,374百万円と前年同四半期と比べ503百万円（10.3％）の増収と

なりました。またセグメント利益は、641百万円と前年同四半期と比べ181百万円（39.3％）の増益と

なりました。 

健全なＩＴ社会構築に貢献する技術の提供を目標に、実効性のあるセキュリティソリューションの

提供等を行う当事業におきましては、官公庁や大手民間企業等にも専門担当が増えてきており、特に

デジタル・フォレンジック技術の社会ニーズが増えてきております。 

当第３四半期累計期間は、売上高392百万円と前年同四半期と比べ87百万円（28.7％）の増収とな

りました。またセグメント利益は、32百万円と前年同四半期と比べ19百万円（150.9％）の増益とな

りました。 

  

当第３四半期累計期間において、当会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。 

株式会社の支配に関する基本方針 

当社では、以下の経営方針を理解し指示する者が、「財務及び事業の方針の決定を支配する者」で

あることが望ましいと考えております。 

（経営方針） 

当社は、社員の一体感を高め、社員全体が一丸となってパワーを発揮できる組織とし、未来のた

めに貢献できる会社を目指したいとの思いの下、「社員すべてが心と力を合わせ、企業の発展と成

長を通じて、未来のより良い環境作りに貢献する」を経営理念とし、以下の３つの責任を果たして

いきます。 

１．個人責任 

      人間性と技術力を磨き、最高のサービスをお客様に提供します。 

２．企業責任 

      社員相互が信頼し合い、安心かつ働きがいのある会社を作ります。 

３．社会責任 

      お客様、投資家、株主から信頼され、社会から必要とされる会社を作ります。 

  

該当事項はありません。 

（民間関連事業）

（セキュリティ機器関連事業）

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

（3）研究開発活動
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成25年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,146,471 8,146,471
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード)

単元株式数  100株 
株主としての権利内容に制限の
ない標準となる株式

計 8,146,471 8,146,471 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成24年12月31日 ― 8,146 ― 2,905,422 ― 749,999

(6) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

平成24年９月30日現在 

 
(注) １  「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が、3,100株（議決権31

個）含まれております。 

  

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 

（自己保有株式）

普通株式 1,091,300
―

単元株式数  100株 
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
 
普通株式 7,054,800 70,548 同上

単元未満株式
 
普通株式 371 ― 同上

発行済株式総数 8,146,471 ― ―

総株主の議決権 ― 70,548 ―

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社フォーカスシス
テムズ

東京都品川区東五反田二
丁目７番８号

1,091,300 ― 1,091,300 13.39

計 ― 1,091,300 ― 1,091,300 13.39

２ 【役員の状況】
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当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成24年10月１日か

ら平成24年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)に係る

四半期財務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第

２項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目

からみて、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げ

ない程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,767,400 2,378,422

売掛金 2,272,002 1,955,234

商品及び製品 117,581 17,402

仕掛品 12,232 115,213

繰延税金資産 154,470 154,470

その他 126,629 277,893

貸倒引当金 △6,000 △6,200

流動資産合計 5,444,317 4,892,437

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,221,465 1,220,452

減価償却累計額 △824,893 △838,143

建物及び構築物（純額） 396,571 382,309

土地 3,304,710 3,304,710

その他 329,938 342,908

減価償却累計額 △250,126 △270,183

その他（純額） 79,811 72,724

有形固定資産合計 3,781,093 3,759,744

無形固定資産   

ソフトウエア 35,157 39,435

その他 9,815 9,815

無形固定資産合計 44,972 49,251

投資その他の資産   

投資有価証券 3,172,656 1,849,545

長期貸付金 55,444 49,520

その他 760,095 367,160

貸倒引当金 △50,250 △45,750

投資その他の資産合計 3,937,946 2,220,476

固定資産合計 7,764,013 6,029,472

資産合計 13,208,330 10,921,909
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年３月31日) 

当第３四半期会計期間 
(平成24年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 512,512 446,583

1年内償還予定の社債 100,000 50,000

短期借入金 765,900 978,000

1年内返済予定の長期借入金 1,210,129 1,301,177

未払法人税等 415,900 10,509

賞与引当金 284,299 111,810

役員賞与引当金 24,000 12,000

訴訟損失引当金 56,400 56,400

その他 573,336 789,340

流動負債合計 3,942,477 3,755,821

固定負債   

社債 20,000 －

長期借入金 1,628,913 1,643,282

繰延税金負債 1,039,736 564,155

役員退職慰労引当金 502,690 105,493

その他 27,362 26,973

固定負債合計 3,218,702 2,339,905

負債合計 7,161,180 6,095,726

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,905,422 2,905,422

資本剰余金 1,468,471 1,468,471

利益剰余金 199,966 63,760

自己株式 △434,796 △682,989

株主資本合計 4,139,063 3,754,664

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,908,086 1,071,518

評価・換算差額等合計 1,908,086 1,071,518

純資産合計 6,047,149 4,826,182

負債純資産合計 13,208,330 10,921,909
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(2)【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 8,465,379 8,780,636

売上原価 7,638,012 7,851,802

売上総利益 827,367 928,834

販売費及び一般管理費 851,814 803,750

営業利益又は営業損失（△） △24,447 125,083

営業外収益   

受取利息及び配当金 6,463 20,235

受取家賃 17,112 17,148

貸倒引当金戻入額 10,688 4,300

その他 15,358 11,483

営業外収益合計 49,624 53,167

営業外費用   

支払利息 55,806 55,552

貸与資産減価償却費 5,394 5,146

その他 5,629 7,170

営業外費用合計 66,829 67,869

経常利益又は経常損失（△） △41,652 110,382

特別利益   

投資有価証券売却益 305,032 301,646

保険解約返戻金 － 229,171

ゴルフ会員権売却益 － 2,054

特別利益合計 305,032 532,872

特別損失   

役員退職慰労金 － 704,078

投資有価証券評価損 － 1,786

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 4,750 －

割増退職金 4,106 －

特別損失合計 8,856 705,864

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 254,524 △62,609

法人税等 103,600 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 150,924 △62,609
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該当事項はありません。 

  

 
  

 
  

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

 
  

前第３四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

１．配当金支払額 
 

  

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の

末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【会計方針の変更等】

当第３四半期累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

ては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純損失への影響

はそれぞれ軽微であります。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

税金費用の計算 当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じる方法を採用しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果と

なる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。

【注記事項】

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

減価償却費 64,732千円 66,222千円

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 
定時株主総会

普通株式 81,464 10.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金
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当第３四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．配当金支払額 
 

  

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の

末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

当社は、平成23年８月４日開催の取締役会、平成24年１月16日開催の取締役会及び平成24年４月16

日開催の取締役会並びに平成24年８月10日開催の取締役会及び平成24年12月27日の取締役会におい

て、自己株式取得に係る事項を決議し、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）市場において

買付をいたしました。 

また、平成24年８月９日開催の取締役会において、自己株式取得に係る事項を決議し、大阪証券取

引所Ｊ－ＮＥＴ市場において買付をいたしました。 

この結果、当第３四半期累計期間において自己株式が248,193千円、398,800株増加し、当第３四半

期会計期間末における自己株式は682,989千円、1,185,600株となっております。 

  

Ⅰ  前第３四半期累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １  セグメント利益又は損失(△)の調整額△830,826千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費（全

社費用）であります。 

２  セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日 
定時株主総会

普通株式 73,596 10.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(単位：千円)

報告セグメント
合計

調整額 
（注１）

四半期損益
計算書計上額 
（注２）公共関連事業 民間関連事業

セキュリティ
機器関連事業

売上高

  外部顧客への売上高 3,288,429 4,871,845 305,104 8,465,379 ― 8,465,379

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 3,288,429 4,871,845 305,104 8,465,379 ― 8,465,379

セグメント利益又は損失(△) 332,426 460,818 13,134 806,379 △830,826 △24,447
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Ⅱ  当第３四半期累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １  セグメント利益の調整額△803,750千円は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費（全社費用）であ

ります。 

２  セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

関連会社に関する事項 

 

 
  

(単位：千円)

報告セグメント
合計

調整額 
（注１）

四半期損益
計算書計上額 
（注２）公共関連事業 民間関連事業

セキュリティ
機器関連事業

売上高

  外部顧客への売上高 3,012,964 5,374,912 392,759 8,780,636 ― 8,780,636

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 3,012,964 5,374,912 392,759 8,780,636 ― 8,780,636

セグメント利益 254,032 641,849 32,951 928,834 △803,750 125,083

(金融商品関係)

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(持分法損益等)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

関係会社に対する投資の金額 10,000千円 10,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 20,775千円 22,737千円

前第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

持分法を適用した場合の投資利益 
又は損失（△）の金額

△2,944千円 2,424千円
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該当事項はありません。 

  

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失（△）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
（注）前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

当第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係)

(１株当たり情報)

項目
前第３四半期累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

１株当たり四半期純利益 
又は四半期純損失(△)

19.24円 △8.78円

（算定上の基礎）

四半期純利益 
又は四半期純損失(△)(千円)

150,924 △62,609

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△)(千円)

150,924 △62,609

普通株式の期中平均株式数(千株) 7,845 7,128

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成25年２月12日

株式会社フォーカスシステムズ 

  取 締 役 会 御 中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社
フォーカスシステムズの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第37期事業年度の第３四半期会計期間
（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月
31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。 
  
四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸
表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの
基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施さ
れる質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続であ
る。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フォーカスシステムズの平成24年12月31日現在の財
政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす
べての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あ ら た 監 査 法 人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 加 藤  真 美

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 加 藤  正 英

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社
（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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